
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度（2023 年度）改訂版  

 



「海外の地方自治」の発刊について 

 

当協会では、海外事務所の所管国における地方自治制度をまとめた 「各国の地方

自治」シリーズを発行しています。 

このシリーズは、所管国における政治・社会・経済情勢や、地方行財政等に関わる

海外の情報を紹介し、地方自治行政の参考に資することを目的として、地方公共団体

金融機構との共同調査研究事業として発行しております。 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

〒102-0083 東京都千代田区麹町１-７ 相互半蔵門ビル 

（一財)自治体国際化協会 総務部 企画調査課 

TEL: 03-5213-1722 

E-Mail:kikaku@clair.or.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

「私的使用のための複製」や「引用」等の著作権法上認められた場合を除き、本誌

から複製・転載等を行いたい場合には、以下問い合わせ先までご相談ください。 



 

 

はじめに 

 

 

当協会では、各海外事務所を通じ、海外の地方自治制度や地方行政に関わ

る個別政策等を調査研究し、各種刊行物を通して日本の地方公共団体や地方

自治関係者にその結果を紹介している。中国についても、平成 19 年７月に

「中国の地方行財政制度」を刊行し、その後幾度かの改訂を重ねてきたとこ

ろである。 

日中間の地域間交流は年々活発化し、友好都市提携数は 2023 年 12 月末

時点で 382 件に達している。また、中国社会に目を向けると、経済の質と効

率向上に基づいた持続的で健全な成長を目指す段階へと移行しつつあり、行

財政制度に関しても法整備が進められているところである。 

このような背景の下で、中国に対する日本の地方自治関係者の関心は日々

高まっており、中国の地方行財政制度の現状に関する体系的な資料の提供を

求める声は一層強まっている。もとより中国は広く、行政の活動も多岐にわ

たる中、その地方行財政の実情を十分に説明できていない部分もあろうかと

考えるが、地方自治関係者の理解の一助となれば幸いである。 

また、今回の改訂に当たっては、北京大学政府管理学院の白智立教授にご

指導いただきながら、中国の行財政関係冊子等に基づいて、新たな法律の施

行などを反映させた。研究・教育活動の傍ら、我々を温かくご支援いただい

た白智立教授に心より感謝を申し上げる。 

最後に、本書が地方公共団体や地方自治関係者によって活用され、日中の

地域間交流の更なる発展に資することを願ってやまない。 

 

 

 令和６年３月 

 

           一般財団法人 自治体国際化協会 北京事務所長 
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